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現行 改定後

第 1 条（本人会員および家族会員） 第 1 条（本人会員および家族会員）
❷家族会員とは、本人会員が本人会員の代理人として本

規約に基づくカード利用の一切の権限を授与した当該
本人会員の家族のうち、当行が入会を認めた方をいいま
す（以下本人会員と家族会員を「会員」といいます）。

❷家族会員とは、本人会員が自己の代理人として本規約に
基づくカード利用の一切の権限を授与した当該本人会
員の日本国内にお住まいの家族のうち、当行が入会を認
めた方をいいます（以下本人会員と家族会員をあわせて

「会員」といいます）。
❸家族会員によるカード利用はすべて本人会員の代理人

としての利用となり、当該利用に基づく一切の債務は本
人会員に帰属し、家族会員はこれを負担しないものとし
ます。

❸家族会員によるカード利用はすべて本人会員の代理人
としての利用となり、当該利用に基づく一切の債務は本
人会員に帰属し、家族会員はこれを負担しないものとし
ます。また本人会員は自ら本規約を遵守するほか、善良
なる管理者の注意をもって家族会員に本規約を遵守さ
せるものとし、自らが本規約を遵守しなかったこと、また
は家族会員が本規約を遵守しなかったことにより当行
に損害が生じたときは、本人会員がその責任を負うもの
とします。

第２条（カードの貸与と有効期限） 第２条（カードの貸与と有効期限）
（新設） ❻会員が本条❸項、❹項または❺項の規定に違反し、会

員本人以外の者にカードが利用された場合、それにより
生ずる支払いについては会員の責任となります。

❻カードの有効期限は当行が指定するものとし、カード表
面に表示された月の末日までとします。

❼カードの有効期限は当行が指定するものとし、カード表
面に表示された月の末日までとします。

❼有効期限が到来するときその他当行が必要と認めると
きにおいて、会員から脱会等の申し出がなく、当行が引き
続いて会員として認める場合は、有効期限を更新した新
しいカード（以下「更新カード」といいます）を発行し、
貸与します。

❽有効期限が到来するときその他当行が必要と認めると
きにおいて、会員から脱会等の申出がなく、当行が引き
続き会員として認める場合は、有効期限を更新した新し
いカード（以下「更新カード」といいます）を発行し、貸
与します。

❽更新カードが届いた場合は、会員は自らの責任において
旧カードの磁気ストライプ部分を直ちに切断のうえ、破
棄するものとします。

❾更新カードが届いた場合は、会員は自らの責任において
旧カードの磁気ストライプ部分を直ちに切断のうえ、破
棄するものとします。

❾当行は、本人会員が承諾した場合は、更新カード発行時
に本条❶項に定めるカードの種類を変更したうえで、発
行することができるものとします。

❿当行は、本人会員が承諾した場合は、更新カード発行時
に本条❶項に定めるカードの種類を変更したうえで、発
行することができるものとします。

会員規約一部改定のお知らせ
2017年10月1日（日）より以下の通り、会員規約を一部改定させていただきますので、
ご案内申し上げます。
※ 一部規約によって条項番号が異なる場合がございます。
※ 下記条項の変更・追加・削除により、各条項内・特約内記載の条項番号が変更となる場合がございます。

赤字部分が改定または追加となった箇所です。
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❿有効期限内におけるカード利用に基づいて生じた一切
の支払いについては、有効期限経過後といえども本規
約を適用するものとします。

⓫有効期限内におけるカード利用に基づいて生じた一切
の支払いについては、有効期限経過後といえども本規
約を適用するものとします。

第３条（暗証番号） 第３条（暗証番号）
❶会員は、当行所定の方法によりカードの暗証番号を登

録するものとします。ただし、会員からの申出がない場
合、または、会員が申し出た暗証番号について当行が暗
証番号として不適切と判断した場合は、会員は当行所定
の方法により暗証番号を新たに登録するものとします。

❶会員は、当行所定の方法によりカードの暗証番号を登
録するものとします。ただし、会員からの申出がない場
合、または、会員が申出た暗証番号について当行が暗証
番号として不適切と判断した場合は、会員は当行所定の
方法により暗証番号を新たに登録するものとします。

❸カード利用にあたり登録された暗証番号が使用された
ときは、そのために生じた損害については会員の責任と
なります。

❸カード利用にあたり登録された暗証番号が使用された
ときは、それが盗用や事故により他人に使用された場合
であっても、それにより生ずる支払いについては会員の
責任となります。ただし、当行に責がある場合にはこの限
りでないものとします。

第４条（年会費） 第４条（年会費）
会員には当行所定の年会費を第8 条❶項に定める方法に
よりお支払いいただく場合があります。なお、お支払いいた
だいた年会費は、年度途中で脱会または会員資格が取消
しとなった場合等においても、返却いたしません。

会員には当行所定の年会費を第8 条❶項に定める方法に
よりお支払いいただく場合があります。なお、お支払いいた
だいた年会費は、年度途中で脱会等により会員資格を喪
失した場合等においても、返却いたしません。

第５条（届出事項の変更） 第５条（届出事項の変更）
❶会員は、住所、氏名、勤務先、支払口座などの当行への

届出事項に変更があるときは、遅滞なく当行所定の方法
により変更の手続きを行うものとします。

❶会員は、氏名、住所、勤務先、支払口座などの当行への
届出事項に変更があるときは、遅滞なく当行所定の方法
により変更の手続きを行うものとします。

第６条（カードの紛失・盗難） 第６条（カードの紛失・盗難）
❷会員が本条❶項の届出をせず、会員本人以外の者に

カードを不正利用された場合、そのために生ずる支払い
については会員の責任となります。

❷会員が本条❶項の届出をせず、会員本人以外の者に
カードを不正利用された場合、それにより生ずる支払い
については会員の責任となります。

❹当行は、本条❸項の規定にかかわらず次のいずれかに
該当する場合は補填の責を負わないものとします。
㋑会員の故意または重大な過失に起因する場合
㋺会員の家族、同居人、留守番その他会員の委託を受

けて身の回りの世話をする者など、会員の関係者が自
ら行った、または加担した不正利用に起因する場合

㋩カード利用の際使用された暗証番号と登録された暗
証番号が一致している場合

㊁戦争、地震など著しい秩序の混乱に乗じて行われた
紛失・盗難に起因する場合

㋭本規約に違反している状況において紛失、盗難が生
じた場合

㋬紛失、盗難が虚偽の場合
㋣紛失、盗難による第三者の不正利用が会員の生年月

❹当行は、本条❸項の規定にかかわらず次のいずれかに
該当する場合は補填の責を負わないものとします。
㋑会員の故意または重大な過失に起因する場合
㋺会員の家族、同居人、留守番その他会員の委託を受

けて身の回りの世話をする者など、会員の関係者が自
ら行った、または加担した不正利用に起因する場合

㋩カード利用の際使用された暗証番号と登録された暗
証番号が一致している場合（第3 条❸項ただし書き
の場合を除く）

㊁戦争、地震など著しい秩序の混乱に乗じて行われた
紛失・盗難に起因する場合

㋭本規約に違反している状況において紛失、盗難が生
じた場合

㋬紛失、盗難が虚偽の場合
㋣紛失、盗難による第三者の不正利用が会員の責めに
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日、電話番号等個人情報の会員の責めに帰すべき
事由による漏洩に起因する場合

㋠会員が当行の請求する書類を提出しなかった場合、
または提出した書類に不実の表示をした場合、ある
いは被害調査の協力をしない場合

㋷カード裏面の署名欄に会員の自署が無い場合
㋦その他会員が本規約に違反したことに起因する場合

帰すべき事由による会員の生年月日、電話番号等個
人情報の漏洩に起因する場合

㋠会員が当行の請求する書類を提出しなかった場合、
または提出した書類に不実の表示をした場合、ある
いは被害調査の協力をしない場合

㋷カード裏面の署名欄に会員の自署が無い場合
㋦その他会員が本規約に違反したことに起因する場合

第８条（お支払い方法と費用の負担） 第８条（お支払い方法と費用の負担）
❶カードショッピングの利用代金（以下「ショッピング利

用代金」といい、日本国内、国外でのカード利用によ
る商品、権利の購入、サービスの受領、通信販売、
諸手数料などの利用代金を含みます）および手数料な
らびにキャッシングサービスの利用代金（以下「キャッ
シング利用代金」といいます）および利息、その他本
規約に基づく本人会員の当行に対するカード利用代金

（以下これらを総称して「カード利用による支払金」と
いいます）は、毎月 10 日に締切り、翌月 2 日（当日
が金融機関休業日の場合は、翌営業日）にお支払い
いただきます。ただし、事務上の都合により翌 月々以降
の指定日にお支払いいただくことがあります。

❶カードショッピングの利用代金（以下「ショッピング利
用代金」といい、日本国内、国外でのカード利用によ
る商品、権利の購入、サービスの受領、通信販売、
諸手数料などの利用代金を含みます）および手数料な
らびにキャッシングサービスの利用代金（以下「キャッ
シング利用代金」といいます）および利息、その他本
規約に基づく本人会員の当行に対するカード利用代金

（以下これらを総称して「カード利用による支払金」と
いいます）は、毎月 10 日 （以下「締切日」といいます）
に締切り、翌月の 2 日（以下「支払日」といい、当日
が金融機関休業日の場合は、翌営業日）にお支払い
いただきます。ただし、事務上の都合により翌 月々以降
の支払日にお支払いいただくことがあります。

❷お支払方法は、本人会員があらかじめ指定した預金
口座からの口座振替または通常貯金からの自動払込
みによるものとします。なお、支払日に口座振替ができ
なかった場合は、当該支払日以降任意の日に、カー
ド利用による支払金の全額または一部につき再度口座
振替がなされることがあるものとします。また、当行が
認めた場合は、当行の指定する預金口座への振込等、
当行が別途指定する方法で支払うことができるものと
し、この場合の振込手数料等は本人会員が負担する
ものとします。

❷お支払方法は、本人会員があらかじめ指定した預金
口座からの口座振替または通常貯金からの自動払込
みによるものとします。なお、支払日に口座振替ができ
なかった場合は、当該支払日の翌日以降任意の日に、
カード利用による支払金の全額または一部につき再度
口座振替がなされることがあるものとします。また、当
行が認めた場合は、当行の指定する預金口座への振
込等、当行が別途指定する方法で支払うことができる
ものとし、この場合の振込手数料等は本人会員が負
担するものとします。

❺カード利用による支払金については、本規約に定める
方法により算定し、本人会員に請求書にて通知します。
当該金額は毎月月末までに本人会員から異議の申出が
ない限り、承認されたものとみなします。

❺カード利用による支払金については、本規約に定める
方法により算定し、本人会員に請求書にて通知します。
本人会員は、当該請求書記載のカード利用による支払
金、残高その他の内容を確認の上、これに異議がある
場合は、毎月月末までに当行に申出るものとします。当
行は、本人会員から当該異議の申出がない限り、当該
請求書記載の内容が承認されたものとみなします。

❼当行は、会員がカード利用による支払金の支払いを遅延
した場合、次の各号に定める場合には、当該各号に掲
げる範囲内において、会員による当行の普通預金口座か
らの預金支払い等の取引を停止する場合があります。

❼当行は、次の各号に定める場合には、当該各号に掲げ
る範囲内において、本人会員による当行の普通預金口
座からの預金支払い等の取引を停止する場合がありま
す。
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㋑会員がカード利用による支払金の支払いを遅延した
場合
当該支払金

㋺会員が第 12 条❶項各号または❷項各号に該当する
場合
期限の利益の喪失により当行が請求できる金額

㋑本人会員がカード利用による支払金の支払いを遅延
した場合
当該支払金

㋺本人会員が第 12 条❶項各号または❷項各号に該
当する場合
期限の利益の喪失により当行が請求できる金額

第9 条（弁済金等の充当方法） 第9 条（充当方法等）
本人会員の弁済した金額が本規約に基づき当行に対して
負担する一切の債務を完済させるに足りないときは、当行
が適当と認める順序、方法によりいずれの債務にも充当す
ることができるものとします。ただし、リボルビング払いの支
払停止の抗弁にかかわる債務については、割賦販売法第
30 条の5 の規定によるものとします。

❶本人会員の弁済した金額が本規約に基づき当行に対し
て負担する一切の債務を完済させるに足りないときは、
当行が適当と認める順序、方法によりいずれの債務にも
充当することができるものとします。ただし、リボルビング
払いの支払停止の抗弁にかかわる債務については、割
賦販売法第30 条の5 の規定によるものとします。

（新設） ❷本人会員の弁済した金額が本規約に基づき当行に対し
て負担する一切の債務の金額を超える場合、当行は当
行所定の時期に第８条に定める本人会員があらかじめ
指定した預金口座等へ当該超過金額を振込入金する
等の方法により精算することができるものとします。なお、
当該超過金額に利息は付されないものとし、本人会員
は当行に対し当該超過金額に対する利息の支払いを請
求しないものとします。

第10 条（カードの利用可能枠） 第10 条（カードの利用可能枠）
❺「割賦利用可能枠」については、当行は法令等に定めら

れた手続にしたがい、増額または減額できるものとします。
（削除）

❻会員は、当行が承認した場合を除き、本条❶項および
❷項の「カード利用可能枠」、「ショッピング利用可能
枠」、「割賦利用可能枠」、「キャッシング利用可能枠」
のいずれかを超えてカードを利用してはならないものと
します。万一、当行の承認を得ずにこれらいずれかの
利用可能枠を超えてカードを利用した場合、その利用
可能枠を超えた金額は、当行からの請求により一括し
て直ちにお支払いいただきます。

❺会員は、当行が承認した場合を除き、本条❶項および
❷項の「カード利用可能枠」、「ショッピング利用可能
枠」、「割賦利用可能枠」、「キャッシング利用可能枠」
のいずれかを超えてカードを利用してはならないものと
します。万一、当行の承認を得ずにこれらいずれかの
利用可能枠を超えてカードを利用した場合、その利用
可能枠を超えた金額は、当行からの請求により一括し
て直ちにお支払いいただきます。

❼本人会員が当行の発行するカードを本人会員として複
数所有している場合、これら複数のカード全体における

「カード利用可能枠」、「ショッピング利用可能枠」、「割
賦利用可能枠」、「キャッシング利用可能枠」は、各カー
ドごとに定められたこれらの利用可能枠のうち、最も高
い額が適用されるものとします。

❻本人会員が当行の発行するカードを本人会員として複
数所有している場合、これら複数のカード全体における

「カード利用可能枠」、「ショッピング利用可能枠」、「割
賦利用可能枠」、「キャッシング利用可能枠」は、各カー
ドごとに定められたこれらの利用可能枠のうち、最も高
い額が適用されるものとします。

❽本人会員が、当行の発行するカードを本人会員として複
数保有し、かつ別途当行の発行するカードローンカード
を本人会員として保有している場合、カード全体の「カー
ド利用可能枠」、「ショッピング利用可能枠」、「割賦利用

（削除）



5

可能枠」、「キャッシング利用可能枠」は、本条❼項の規定
にかかわらず、各カードごとに定められたそれぞれの利
用可能枠のうち最も高い額にカードローンカードの利
用可能枠を合算した額もしくは各カードごとに定められ
たそれぞれの利用可能枠を合算した額のいずれか低い
ほうが適用されるものとします。

第11 条（脱会・使用停止・会員資格の喪失等） 第11 条（脱会・使用停止・会員資格の喪失等）
❶会員が自己の都合により脱会するときは、当行所定の

届出をするとともにカードを返却またはカードの磁気ス
トライプ部分を切断のうえ、破棄するものとします。

❶会員が自己の都合により脱会するときは、当行所定の
届出をするとともにカードを返却またはカードの磁気ス
トライプ部分を切断のうえ、破棄するものとします。そ
の上で、当行が当該会員に係る脱会の手続を終了した
時点で、当該会員は、会員資格を喪失するものとします。

❷会員は、脱会した後も、カード利用にかかる支払金につ
いては、本規約に基づきその支払いの責めを負うものと
します。

❷本人会員は、脱会その他の事由により会員資格を喪失
した後も、カード利用にかかる支払金については、本規
約に基づきその支払いの責めを負うものとします。

❸会員が、次のいずれかの事由に該当したときは、当行
は会員に通知することなく、カードの利用停止または会
員の資格を喪失させることができるものとします。この
場合、加盟店に当該カードの無効を通知することがあ
ります。
㋑入会時に氏名、住所、勤務先等について虚偽の申

告をしたとき
㋺第 12 条に該当するとき
㋩信用情報機関の情報等により、本人会員の信用状

況が著しく悪化または悪化の恐れがあると当行が判
断したとき

㊁カード利用状況が適当でないと当行が判断したとき
㋭会員の責めに帰すべき事由により会員の住所が不明

となり、当行が会員への通知・連絡について不能と
判断したとき

㋬第 15 条❶項または❷項の規定に違反している、ま
たは違反している疑いがあると当行が判断したとき

㋣本規約のいずれかに違反したとき
㋠その他当行が会員として不適格と判断したとき

❸会員が、次のいずれかの事由に該当したときは、当行
は会員に通知することなく、カードの利用停止または会
員の資格を喪失させることができるものとします。この
場合、加盟店に当該カードの無効を通知することがあ
ります。
㋑入会時に氏名、住所、勤務先等について虚偽の申

告をしたとき
㋺第 12 条に該当するとき
㋩信用情報機関の情報等により、本人会員の信用状

況が著しく悪化または悪化の恐れがあると当行が判
断したとき

㊁カード利用状況が適当でないと当行が判断したとき
㋭会員の責めに帰すべき事由により会員の住所が不明

となり、当行が会員への通知・連絡について不能と
判断したとき

㋬第 14 条❶項または❷項の規定に違反している、ま
たは違反している疑いがあると当行が判断したとき

㋣本規約のいずれかに違反したとき
㋠その他当行が会員として不適格と判断したとき

❹本人会員が会員資格を喪失したときには、同時に、家
族会員も会員資格を喪失します。また本人会員が当行
所定の届出により、家族会員のカード利用の中止を申
し出た場合は、その申出をもって家族会員の資格は喪失
し、脱会手続きがとられたものとします。

❹本人会員が会員資格を喪失したときには、同時に、家
族会員も会員資格を喪失します。また本人会員が当行
所定の届出により、家族会員のカード利用の中止を申
出た場合は、その申出をもって当該家族会員の脱会の
届出がなされたものとし、当行において当該脱会の手続
が終了した時点で、当該家族会員は会員資格を喪失す
るものとします。

❺会員が死亡した場合は、当然に脱会になるものとします。 ❺会員が死亡した場合は、当然に会員資格を喪失するも
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のとします。
第12 条（期限の利益の喪失） 第12 条（期限の利益の喪失）
❶本人会員は、次のいずれかの事由に該当した場合は、本

規約に基づく一切の債務について当然に期限の利益を
失い、直ちに当行に対する未払債務をお支払いいただき
ます。ただし、㋑の場合において、当行が信用に関しない
と認め通知したときは、期限の利益は失われないものと
します。
㋑支払期日に利用代金の支払いを1 回でも遅延したと

き。ただし、第25 条に定める二回払い、ボーナス一括
払い、ボーナス二回払い、分割払いの分割支払金、ま
たはリボルビング払いの弁済金については支払いを
遅延し、当行から20 日以上の相当な期間を定めてそ
の支払いを書面で催告されたにもかかわらず、その期
間内に支払わなかったとき

㋺イオンクレジットから保証の中止または解約の申出が
あったとき

㋩破産または民事再生手続き開始の申出があったとき

㊁自ら振出しもしくは引受けた手形、小切手が不渡りに
なった場合、または一般の支払いを停止したとき

㋭本人会員に対して仮差押、保全差押または差押の命
令、通知が発送されたとき

㋬行方不明となり、当行から宛てた通知が届出住所に
到達しなくなったとき

㋣相続が開始したとき
㋠当行が所有権を留保した商品の質入、譲渡、貸借そ

の他当行の所有権を侵害する行為をしたとき

❶本人会員は、次のいずれかの事由に該当した場合は、本
規約に基づく一切の債務について当然に期限の利益を
失い、直ちに当行に対する未払債務をお支払いいただき
ます。ただし、㋑の場合において、当行が信用に関しない
と認め通知したときは、期限の利益は失われないものと
します。
㋑支払日にカード利用による支払金を1回でも遅延した

とき。ただし、第24 条に定める二回払い、ボーナス一
括払い、ボーナス二回払い、分割払いの分割支払金、
またはリボルビング払いの弁済金については支払い
を遅延し、当行から20 日以上の相当な期間を定めて
その支払いを書面で催告されたにもかかわらず、その
期間内に支払わなかったとき

㋺イオンクレジットから保証の中止または解約の申出が
あったとき

㋩破産手続き開始または民事再生手続き開始の申出
があったとき

㊁自ら振出しもしくは引受けた手形、小切手が不渡りに
なった場合、または一般の支払いを停止したとき

㋭本人会員が仮差押、保全差押、差押または仮処分の
申立てまたは滞納処分を受けたとき

㋬行方不明となり、当行から宛てた通知が届出住所に
到達しなくなったとき

㋣相続が開始したとき
㋠当行が所有権を留保した商品の質入、譲渡、貸借そ

の他当行の所有権を侵害する行為をしたとき
❷本人会員は、次のいずれかの事由に該当した場合は、当

行の請求により本規約に基づく一切の債務について期
限の利益を失い、直ちに当行に対する未払債務をお支
払いいただきます。
㋑第25 条に定める二回払い、ボーナス一括払い、ボー

ナス二回払い、分割払い、またはリボルビング払いに
より利用した商品の購入（業務提供誘引販売個人
契約を除く）が会員にとって営業のためにもしくは営
業として行われた行為となる場合で本人会員が利用
代金の支払いを1 回でも遅延したとき

㋺当行に対するその他の債務の一つでも期限に履行し
なかったとき

㋩本規約の義務に違反し、その違反が本規約の重大

❷本人会員は、次のいずれかの事由に該当した場合は、当
行の請求により本規約に基づく一切の債務について期
限の利益を失い、直ちに当行に対する未払債務をお支
払いいただきます。
㋑第24 条に定める二回払い、ボーナス一括払い、ボー

ナス二回払い、分割払い、またはリボルビング払いに
より利用した商品の購入（業務提供誘引販売個人
契約を除く）が会員にとって営業のためにもしくは営
業として行われた行為となる場合で、本人会員が分
割支払金または弁済金の支払いを1 回でも遅延した
とき

　
　
㋺本規約の義務に違反し、その違反が本規約の重大な
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な違反となる場合
㊁会員が当行の発行するカードを複数所持している場

合において、その 1 枚のカードについて本条に記載
した事項のいずれかに該当する事由が生じたとき

㋭前各号のほか信用状態に著しい変化が生じるなど元
利金（遅延損害金を含む）の返済ができなくなる恐
れがあるとき

㋬㋑のほか、割賦販売法第 35 条の 3 の 60 第 1 項
各号に定める場合で、会員が利用代金の支払いを
1 回でも遅延したとき

違反となる場合
㋩会員が当行の発行するカードを複数所持している場

合において、その1 枚のカードについて本条に記載し
た事項のいずれかに該当する事由が生じたとき

㊁前各号のほか信用状態に著しい変化が生じるなど当
行に対する未払債務（遅延損害金を含む）の返済が
できなくなる恐れがあるとき

㋭㋑のほか、割賦販売法第35 条の3 の60 第1 項に該
当する場合で、会員が分割支払金、または弁済金の
支払いを1 回でも遅延したとき

（新設） ❸本条❷項の場合において、本人会員が住所変更の届出
を怠る、あるいは本人会員が当行からの請求を受領しな
いなど、本人会員の責めに帰すべき事由により、請求が
延着し、または到達しなかった場合は、通常到達すべき
ときに期限の利益が失われたものとします。

第13 条（当行からの相殺） 第13 条（当行からの相殺）
❶会員がショッピング、ならびにキャッシングの債務を履行

すべき場合には、当行はショッピング利用代金、分割払
手数料、リボルビング払いの手数料、遅延損害金、キャッ
シング利用代金、利息、遅延損害金、年会費等この取引
から生じる一切の債権と預金その他当行の負担する債
務とを、その債務の期限のいかんにかかわらず、いつでも
相殺することができます。この場合、書面により通知する
ものとします。

❶当行は、本人会員が当行に対して負担する利用代金、利
息、手数料、遅延損害金等の本規約に基づく一切の債
務と預金その他当行が本人会員に対して負担する一切
の債務とを、本人会員が当行に対して負担する債務の期
限のいかんにかかわらず、いつでも相殺することができま
す。この場合、書面により通知するものとします。

第14 条（会員からの相殺）
❶会員は支払期にある預金その他当行に対する債権とこ

の取引から生じる一切の債務とを、その債務の支払期が
未到来であっても、相殺することができます。

（削除）

❷本条❶項により相殺する場合、相殺通知は書面によるも
のとし、相殺した預金その他債権の証書、通帳は届出印
を押印して直ちに当行へ提出するものとします。

（削除）

❸本条❶項により相殺した場合における債権債務の利息
および遅延損害金の計算については、その期間を当行
の計算実行の日までとし、預金利率については預金規
定等の定めによります。

（削除）

第15 条（反社会的勢力の排除） 第14 条（反社会的勢力の排除）
❸会員は、暴力団員等もしくは本条❶項各号のいずれか

に該当し、もしくは本条❷項各号のいずれかに該当す
る行為をした場合、または会員が本条❶項の規定にも
とづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明
し、当行が取引を継続することが不適切であると判断
した場合には、当行から請求があり次第、当行に対す

❸本人会員は、本人会員または家族会員が暴力団員等も
しくは本条❶項各号のいずれかに該当し、もしくは本条
❷項各号のいずれかに該当する行為をした場合、また
は会員が本条❶項の規定にもとづく表明・確約に関し
て虚偽の申告をしたことが判明し、当行が取引を継続
することが不適切であると判断した場合には、当行から
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る一切の債務の期限の利益を失い、直ちに債務を弁済
するものとします。

請求があり次第、当行に対する一切の債務の期限の利
益を失い、直ちに債務を弁済するものとします。

❹本条❸項の場合において、会員が住所変更の届出を怠
る、あるいは会員が当行からの請求を受領しないなど、
会員の責めに帰すべき事由により、請求が延着し、ま
たは到達しなかった場合は、通常到達すべきときに期
限の利益が失われたものとします。

❹本条❸項の場合において、本人会員が住所変更の届
出を怠る、あるいは本人会員が当行からの請求を受領
しないなど、本人会員の責めに帰すべき事由により、
請求が延着し、または到達しなかった場合は、通常到
達すべきときに期限の利益が失われたものとします。

第16 条（カード事務の委託） 第15 条（カード事務の委託）
❶会員は、当行が本規約に基づくカードに関する事務（与

信事務（与信判断を除きます）、代金決済事務および
これらに付随する事務等）をイオンクレジットに委託す
ることに同意するものとします。

条項番号の変更

❷会員は、本条❶項のカードに関する事務の委託に伴い、
イオンクレジットが当行に代わって会員に対し連絡する
場合があることに同意するものとします。

第17 条（債務保証の取得） 第16 条（債務保証の取得）
会員は、利用代金、利息、手数料、遅延損害金等の本
規約に基づく一切の債務について、イオンクレジットの保
証を得るものとし、イオンクレジットが保証債務を履行し
た場合には、イオンクレジットが求償権等を行使すること
をあらかじめ了承します。

会員は、利用代金、利息、手数料、遅延損害金等の本
規約に基づく一切の債務 （ 年会費、再発行手数料等の
一部の債務は除く）について、イオンクレジットの保証を
得るものとし、イオンクレジットが保証債務を履行した場
合には、イオンクレジットが求償権等を行使することをあ
らかじめ了承します。

第18 条（規約の改定） 第17 条（規約の変更）
本規約の改定は、必要に応じてその都度当行がこれを行
い、変更内容は当行所定の方法により会員に通知するも
のとします。なお、当行が変更内容を通知した後、会員
がカードを利用した場合、変更内容が承認されたものと
します。

❶当行は、次のいずれかに該当する場合には、本条❷項
に定める方法により、本規約を変更することができます。
㋑変更の内容が会員の一般の利益に適合するとき。
㋺変更の内容が本規約に係る取引の目的に反せず、変

更の必要性、変更後の内容の相当性その他の変更
に係る事情に照らし、合理的なものであるとき。

（新設） ❷本条❶項に基づく変更に当たっては、当行は、効力発
生日を定めた上で、本規約を変更する旨、変更後の内
容及び効力発生日を当行ホームページにおいて公表す
るほか、必要がある時にはその他適切な方法で周知し
ます。

（新設） ❸当行は、本条❶項および❷項に基づくほか、あらかじ
め変更後の内容を当行ホームページにおいて公表する
方法（必要がある時にはその他適切な方法を含む。）
により周知した上で、本規約の変更手続を行うことがで
きます。この場合には、会員は、当該周知の後にカー
ドを利用することにより、変更後の内容に対する承諾の
意思表示を行うものとし、当該意思表示をもって本規
約が変更されます。
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第19 条（日本国外の利用代金の円貨換算） 第18 条（日本国外の利用代金の円貨換算）
日本国外の利用代金の円貨換算は、当行所定の円貨換
算の方法によるものとし、会員に別途通知します。

日本国外の「Visa カード」、「Mastercard」、「JCB カー
ド」による利用代金の円貨換算は、それぞれ外貨額を
Visa Worldwide Pte. Limited（以下「Visa ワールドワ
イド」といいます）、Mastercard International Inc.（以
下「Mastercard インタナショナル社」といいます）、株
式会社ジェーシービー（以下「ジェーシービー」といい
ます）の決済センターにおいて決済された時点での各社
所定のレートで円貨に換算されるものとします。ただし、
ショッピング利用代金については、各社所定のレートに当
行所定の海外取引関係処理経費を加えたレートで円貨に
換算されるものとします。

第 20 条（準拠法） 第 19 条（準拠法）
会員と当行との本規約に関する準拠法はすべて日本法が
適用されるものとします。

条項番号の変更

第 21 条（外国為替および外国貿易に関する諸法令など
の適用）

第 20 条（外国為替および外国貿易に関する諸法令など
の適用）

日本国外でカードを利用する場合、会員は外国為替およ
び外国貿易管理に関する諸法令などに従うものとします。

条項番号の変更

第 22 条（合意管轄裁判所） 第 21 条（合意管轄裁判所）
会員は、本規約について紛争が生じた場合、訴額のいか
んにかかわらず、当行の本社、各事業所を管轄する簡易
裁判所および地方裁判所を管轄裁判所とすることに同意
するものとします。

会員は、本規約について紛争が生じた場合、訴額のいか
んにかかわらず、当行の本社を管轄する簡易裁判所およ
び地方裁判所を管轄裁判所とすることに同意するものとし
ます。

第 23 条（犯罪収益移転防止法に基づく取引時確認の同
意）

第 22 条（犯罪収益移転防止法に基づく取引時確認の同
意）

本人会員は、当行から「犯罪による収益の移転防止に関
する法律」（以下「犯罪収益移転防止法」といいます）
に基づき取引時確認（本人特定事項等確認）を求めら
れることに関して、以下の内容に同意するものとします。
❶当行から運転免許証等の公的証明書または、その写し
（以下これらを総称して「本人確認書類」といいます）
の提示・提出を求められたときは、これに協力すること

❷提示・提出した本人確認書類は当行がその内容を確認
し、取引時確認に関する記録簿を作成すること

❸当行は当行と取引時確認に関する契約を締結した連企
業および提携企業に対して本条❷項に規定される記録
簿の情報を提供する場合があること

❹当行は犯罪収益移転防止法に基づき、当行と提携する
金融機関、提携企業に対して取引時確認業務を委託
する場合があること

❺提出した本人確認書類は、犯罪収益移転防止法によ

本人会員は、当行から「犯罪による収益の移転防止に関
する法律」（以下「犯罪収益移転防止法」といいます）
に基づき取引時確認（本人特定事項等確認）を求めら
れることに関して、以下の内容に同意するものとします。
㋑当行から運転免許証等の公的証明書または、その写し
（以下これらを総称して「本人確認書類」といいます）
の提示・提出を求められたときは、これに協力すること

㋺提示・提出した本人確認書類は当行がその内容を確認
し、取引時確認に関する記録簿を作成すること

㋩当行は当行と取引時確認に関する契約を締結した関連
企業および提携企業に対して㋺に規定される記録簿の
情報を提供する場合があること

㊁当行は当行と提携する金融機関、提携企業に対して取
引時確認業務を委託する場合があること

㋭提出した本人確認書類は、当行が認めた場合を除き返
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り保管が義務づけられているため返却されないこと
❻取引時確認業務にご協力いただけないときは当行は入

会をお断りし、あるいはカードの利用をお断りすること
（新設）

却されないこと
㋬取引時確認業務にご協力いただけないときは当行は入

会をお断りし、あるいはカードの利用をお断りすること
㋣犯罪収益移転防止法に規定する国家元首、重要な地

位を占める者もしくはこれらの者であった者またはその
者の家族に該当する場合または該当することとなった場
合は、当行所定の方法により遅滞なく届出をすること

第24 条（カードショッピングの利用） 第23 条（カードショッピングの利用）
❶会員は、次に掲げる加盟店の店舗または諸施設（以下

これらを総称して「加盟店」といいます）でカードを提
示し、所定の売上票にカードと同一の自己の署名をする
ことにより、商品の購入やサービスの提供などを受ける
ことができます。なお、売上票などへの署名に代えて、加
盟店に設置されている端末機でカードおよび登録され
ている暗証番号を操作するなど所定の手続きにより、売
上票への署名を省略することができるものとします。

Visa：国内外のVisa Worldwide Pte. Limited（以下
「Visa ワールドワイド」といいます）に加盟したク
レジット会社、金融機関と契約した加盟店

Mastercard：国 内 外 のMastercard International 
Inc.（以下「Mastercard インタナショ
ナル社」といいます）に加盟したクレジッ
ト会社、金融機関と契約した加盟店

JCB：国内外の株式会社ジェーシービー加盟店（以下
「ジェーシービー」といいます）

プロパー：国内のイオンクレジットと契約した加盟店

❶会員は、国内のイオンクレジットと契約した店舗および諸
施設ならびに第２条❶項に定めるカードの種類に応じ
て次に掲げる加盟店の店舗および諸施設（以下これら
の店舗および諸施設を総称して「加盟店」といいます）
でカードを提示し、所定の売上票にカードと同一の自己
の署名をすることにより、商品の購入やサービスの提供
などを受けることができます。なお、売上票などへの署名
に代えて、加盟店に設置されている端末機でカードおよ
び登録されている暗証番号を操作するなど所定の手続
きにより、売上票への署名を省略することができるものと
します。
Visa：国内外のVisa ワールドワイドに加盟したクレジッ

ト会社、金融機関と契約した加盟店

Mastercard：国内外のMastercard インタナショナル
社に加盟したクレジット会社、金融機関
と契約した加盟店

JCB：ジェーシービーおよびジェーシービーの提携会社
と契約した加盟店

❷会員は、通信販売においてカードを利用する場合には、
所定の方法によるものとし、カードの提示、署名などを省
略することができるものとします。

❷会員は、通信販売においてカードを利用する場合には、
当行所定の方法によるものとし、カードの提示、署名な
どを省略することができるものとします。

❸会員は、カード利用により購入した商品や提供を受けた
サービス等（以下「商品等」といいます）の現金価格（税
込）から、頭金を除いた額（以下「利用代金」といいます）
を加盟店に立替払いすることを当行に委託するものとし
ます。ただし、一部の加盟店においては、立替払いではな
く、当行が商品等の利用代金債権を譲り受けることをあ
らかじめ承諾するものとします。

❸会員は、カード利用により購入した商品や提供を受けた
サービス等（以下「商品等」といいます）の価格 （税
込）から、頭金を除いた額（以下「利用代金」といいます）
を加盟店に立替払いすることを当行に委託するものとし
ます。ただし、一部の加盟店においては、立替払いではな
く、当行が商品等の利用代金債権を譲り受けることをあ
らかじめ承諾するものとします。

❹カードの利用に際して、利用金額、購入商品・権利や提
供を受けるサービスによっては、当行の承認が必要とな
ります。また当行は、インターネット等による海外ギャンブ

❹カードの利用に際しては、当行の承認が必要となります。
なお、当行は、利用代金、一部の購入商品（貴金属・金
券類等）・権利や提供を受けるサービスによってはカー
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ル取引におけるカード利用や換金を目的としたショッピ
ング取引におけるカード利用など、会員のカード利用が
適当でないと判断した場合には、カードの利用をお断り
することがあります。また一部商品（貴金属・金券類等）
については、利用を制限もしくはお断りさせていただく場
合があります。

ドの利用を制限もしくはお断りさせていただく場合があ
ります。

（新設） ❺会員は、現行紙幣・貨幣の購入にカードを利用する等、
ショッピング利用可能枠を現金化する目的でカードを
利用することやインターネット等による海外ギャンブル取
引においてカードを利用することはできません。

❺当行は、悪用被害を回避するため当行が必要と認めた
場合、利用を制限もしくはお断りさせていただく場合が
あります。また、加盟店に対し会員のカード利用時に取
引時確認の調査を依頼することがあり、この際は会員
はこの調査に協力するものとします。また当行は、会員の
カード利用内容について会員に照会させていただくこと
があります。

❻当行は、悪用被害を回避するため当行が必要と認めた
場合、カード利用を制限もしくはお断りさせていただく場
合があります。また、加盟店に対し会員のカード利用時
に取引時確認の調査を依頼することがあり、この際は会
員はこの調査に協力するものとします。また当行は、会員
のカード利用内容について会員に照会させていただくこ
とがあります。

❻会員は、当行が適当と認めた場合には、通信サービス料
金やその他継続的に発生する各種利用代金の決済手
段としてカードを利用することができます。この場合、会
員は、会員番号、有効期限等が変更されもしくは会員資
格喪失等によりカードが利用できなくなったときには、そ
の旨を加盟店に通知のうえ決済手段の変更手続きを行
うものとし、別途当行から指示がある場合にはこれに従
うものとします。ただし、カード機能変更等で会員番号が
変更になった場合、当行が必要または適当と認めたとき
には、当行が加盟店に対し新しい会員番号を通知する
場合があることを、会員はあらかじめ承諾するものとしま
す。

❼会員は、当行が適当と認めた場合には、通信サービス料
金やその他継続的に発生する各種利用代金の決済手
段としてカードを利用することができます。この場合、会
員は、会員番号、カードの有効期限等が変更されもしく
は会員資格喪失等によりカードが利用できなくなったと
きには、その旨を加盟店に通知のうえ決済手段の変更
手続きを行うものとし、別途当行から指示がある場合に
はこれに従うものとします。ただし、カード機能変更等で
会員番号が変更になった場合、当行が必要または適当
と認めたときには、当行が加盟店に対し新しい会員番号
を通知する場合があることを、会員はあらかじめ承諾す
るものとします。

❼カードの表面に本人会員、もしくは家族会員氏名、会員
番号、ならびにカード有効期限を記載しますが、本カー
ドではカード表面に凹凸をつけないで刻印することがあ
ります。この場合、本カードをインプリンター加盟店（カー
ド表面の凹凸を利用して売上票に印字を行う加盟店）
で利用できないことがあります。

❽カードの表面に本人会員、もしくは家族会員氏名、会員
番号、ならびにカードの有効期限を記載しますが、一部
のカードではカード表面に凹凸をつけないで刻印するこ
とがあります。この場合、当該カードをインプリンター加
盟店（カード表面の凹凸を利用して売上票に印字を行
う加盟店）で利用できないことがあります。

第25 条（利用代金の支払方法） 第24 条（利用代金の支払方法）
❷会員が日本国外でカードを利用した場合は、本条❶項

の規定にかかわらず、リボルビング払いまたは一回払い
のうち入会申込時に本人会員が指定した方法によるも
のとします。

❷会員が日本国外でカードを利用した場合は、本条❶項
の規定にかかわらず、その支払方法は原則として一回
払いになるものとします。

❸本人会員は、本条❶項の各支払方法の利用代金およ
び手数料を以下のとおり支払うものとします。

❸本人会員は、本条❶項の各支払方法の利用代金およ
び手数料を以下のとおり支払うものとします。
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㋑一回払い：締切日の翌月に全額一括してお支払いい
ただきます。原則として手数料はかかりません。

㋺二回払い：ご利用額の半額（端数は初回分に算入）
をそれぞれ締切日の翌月と翌々月にお支払いいただ
きます。原則として手数料はかかりません。

㋩ボーナス一括払い：ボーナス月に全額一括してお支
払いいただきます。原則として手数料はかかりません。

㊁ボーナス二回払い：ご利用代金と手数料を合算した
額の半額（端数は初回分に算入）を指定月（冬季
1 月、夏季 8 月）にお支払いいただきます。手数料
は利用代金に 3.0％を乗じた額とします。

㋑一回払い：締切日の翌月の支払日に利用代金全額
を一括してお支払いいただきます。手数料はかかり
ません。

㋺二回払い：利用代金（現金価格）の半額（分割支
払金。端数は初回分に算入）をそれぞれ締切日の
翌月の支払日と翌々月の支払日にお支払いいただき
ます。手数料はかかりません。

㋩ボーナス一括払い：ボーナス月（冬季１月、夏季７月、
８月、９月のうち会員が指定した月。ただし一部の
加盟店においては指定できない場合があります。）の
支払日に利用代金（現金価格）全額を一括してお
支払いいただきます。手数料はかかりません。

㋥ボーナス二回払い：利用代金（現金価格）と分割
払手数料を合算した額の半額（分割支払金。端数
は初回分に算入）をそれぞれボーナス月（冬季 1 月、
夏季 8 月）の支払日にお支払いいただきます。分割
払手数料は利用代金（現金価格）に 3.0％を乗じた
額とします。

お支払額の具体的算定例は、下記のとおりとなりま
す。

利用代金 10 万円の場合
分割払手数料 100,000 円 ×（3.0 円 /100 円）＝
3,000 円
支払総額 100,000 円＋ 3,000 円＝ 103,000 円
分割支払金 103,000 円 ÷2 回＝ 51,500 円

㋭リボルビング払い
〈お支払額〉
a．申込時に選択された支払コースに応じて、カー

ド利用があったときの締切日残高により定められ
た下記別表の金額を元金としてお支払いいただ
きます。

b．カードの新たなご利用がない月は、前月と同額
のお支払額をお支払いいただきます。残高がお
支払額に満たない場合は、その残高をお支払い

支払総額の具体的算定例は、下記のとおりとなりま
す。

利用代金 （現金価格）10 万円の場合
分割払手数料 100,000 円 ×（3.0 円 /100 円）＝
3,000 円
支払総額 100,000 円＋ 3,000 円＝ 103,000 円
分割支払金 103,000 円 ÷2 回＝ 51,500 円

㋭リボルビング払い
〈お支払額 （元金）〉
a．申込時に選択された支払コースに応じて、カー

ド利用があったときの締切日残高により定められ
た下記別表のお支払額を元金としてお支払いい
ただきます。

b．カードの新たなご利用がない月は、前月と同額
のお支払額をお支払いいただきます。残高がお
支払額に満たない場合は、その残高をお支払い

利用期間 実質年率(%)支払月 支払期間(ヶ月)
11月21日～6月20日 8月 1月 3.32～9.177～14
6月21日～11月20日 1月 8月 3.64～7.359～14

支払回数
(回)
2

利用代金100円当たりの
分割払手数料の額(円)

3.00

利用期間 実質年率(%)支払月 支払期間(ヶ月)
11月21日～6月20日 8月 1月 3.32～9.177～14
6月21日～11月20日 1月 8月 3.64～7.359～14

支払回数
(回)
2

利用代金100円当たりの
分割払手数料の額(円)

3.00
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いただきます。
〈手数料〉
a．初回の手数料は、締切日翌日から支払期日まで

の日割計算（1 年を 365 日とします）とし、次
回以降は、支払期日の翌日から翌支払期日まで
の月利計算とします。

b．料率は、実質年率 15.0％です。ただし、料率
は金融情勢の変化などにより変更することがあり
ます。なお、変更後の料率は第 18 条の規定に
かかわらず、その適用日から利用残高全額に適
用されるものとします。

いただきます。
〈包括信用購入あっせんの手数料〉
a．初回の包括信用購入あっせんの手数料は、締切

日翌日から支払日までの日割計算（1 年を 365
日とします）とし、次回以降は、支払日の翌日か
ら翌支払日までの月利計算とします。

b．料率は、実質年率 15.0％です。ただし、料率
は金融情勢の変化などにより変更することがあり
ます。なお、変更後の料率は第 17 条の規定に
かかわらず、その適用日から利用残高全額に適
用されるものとします。

＜リボルビング払いのお支払額算出表＞

弁済金の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
（支払いコースが C コースで 8 月 11 日から9 月 10
日までに 10 万円ご利用された場合）

（1）10 月 2 日の弁済金
締切日残高　　　100,000 円
元金充当分　   　10,000 円（リボルビング払いの
お支払額算出表より）
手 数 料 充当分　100,000 円 ×15.0％ ×22 日 ÷
365 日＝ 904 円
弁済金　　　　  10,000 円＋904 円＝ 10,904 円
※ご利用日から初回の締切日までは手数料がかか

りません。
（2）11 月 2 日の弁済金

締切日残高　　  90,000 円
元金充当分　　 10,000 円（リボルビング払いの
お支払額算出表より）
手数料充当分　90,000 円 ×15.0％ ÷12 ヶ月＝
1,125 円
弁済金　　10,000 円＋1,125 円＝ 11,125 円

〈ボーナス併用払い〉
本人会員が希望する場合は、ボーナス月にご指定額

＜リボルビング払いのお支払額算出表＞

弁済金の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
（支払いコースが C コースで 8 月 11 日から9 月 10
日までに 10 万円ご利用された場合）

（1）10 月 2 日の弁済金
締切日残高　　 100,000 円
元金充当分　　 10,000 円（リボルビング払いの
お支払額算出表より）
包括信用購入あっせんの手数料充当分　100,000
円 ×15.0％ ×22日÷365日＝ 904 円
弁済金　　　　10,000 円＋904 円＝ 10,904 円
※ご利用日から初回の締切日までは手数料がかか

りません。
（2）11 月 2 日の弁済金

締切日残高　　  90,000 円
元金充当分　　 10,000 円（リボルビング払いの
お支払額算出表より）
包括信用購入あっせんの手数料充当分　90,000
円 ×15.0％ ÷12ヶ月＝ 1,125 円
弁済金　　10,000 円＋1,125 円＝ 11,125 円

〈ボーナス併用払い〉
本人会員が希望する場合は、ボーナス月（冬季 1

600,001円～700,000円
700,001円以上

500,001円～600,000円
400,001円～500,000円
300,001円～400,000円
200,001円～300,000円
150,001円～200,000円
100,001円～150,000円

1円～100,000円

ご利用のあったときの
締切日残高

月々のお支払額（元金）
基本
Sコース

（実質年率15.0％）
Aコース

（実質年率15.0％）
Bコース

（実質年率15.0％）
Cコース

（実質年率15.0％）

その他

2,000円

5,000円

10,000円

15,000円

5,000円
7,500円
10,000円
15,000円
20,000円
25,000円
30,000円
35,000円
40,000円

7,500円
10,000円
15,000円
20,000円
25,000円
30,000円
40,000円
45,000円
50,000円

10,000円
15,000円
20,000円
30,000円
40,000円
50,000円
60,000円
70,000円
80,000円

600,001円～700,000円
700,001円以上

500,001円～600,000円
400,001円～500,000円
300,001円～400,000円
200,001円～300,000円
150,001円～200,000円
100,001円～150,000円

1円～100,000円

ご利用のあったときの
締切日残高

月々のお支払額（元金）
基本
Sコース

（実質年率15.0％）
Aコース

（実質年率15.0％）
Bコース

（実質年率15.0％）
Cコース

（実質年率15.0％）

その他

2,000円

5,000円

10,000円

15,000円

5,000円
7,500円
10,000円
15,000円
20,000円
25,000円
30,000円
35,000円
40,000円

7,500円
10,000円
15,000円
20,000円
25,000円
30,000円
40,000円
45,000円
50,000円

10,000円
15,000円
20,000円
30,000円
40,000円
50,000円
60,000円
70,000円
80,000円
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（1,000 円単位）を追加してお支払いいただけます。

〈リボ払いお支払い額増額〉
本人会員が希望する場合は、当行所定のお支払額
を超える限りにおいて月々のお支払金額（1,000 円
単位）を設定いただくことができます。なお、当行
所定のお支払額が設定いただいた金額を超えるとき
は、当行所定のお支払額をお支払いいただきます。
また、当該設定は本人会員から解除の申出がなく、
かつ当行が適当と認める間は継続されるものとしま
す。

月、夏季７月、８月、９月のうち会員が指定した月。
ただし一部の加盟店においては指定できない場合が
あります。）にご指定額（1,000 円単位）を追加し
てお支払いいただけます。

〈リボ払いお支払い額増額〉
本人会員が希望する場合は、当行所定のお支払額
を超える限りにおいて月々のお支払金額（1,000 円
単位）を設定いただくことができます。なお、当行
所定のお支払額が設定いただいた金額を超えるとき
は、当行所定のお支払額をお支払いいただきます。
また、当該設定は本人会員から解除の申出がなく、
かつ当行が適当と認める間は継続されるものとしま
す。

〈お支払方法の変更サービス〉
お支払方法の変更を申し出られ、当行が認めた場合
は締切日現在の一回払い分およびボーナス一括払い
分をリボルビング払いに変更することができます。こ
の場合、新たにリボルビング払いでお支払いいただ
く弁済金は締切日の残高および変更した一回払い分
およびボーナス一括払い分の合計額を基礎として計
算します。また、その手数料も、その合計額に基づ
き計算します。

〈お支払方法の変更サービス〉
お支払方法の変更を申出られ、当行が認めた場
合は締切日現在の一回払い分およびボーナス一括払
い分をリボルビング払いに変更することができます。
この場合、新たにリボルビング払いでお支払いいた
だく弁済金は締切日の残高および変更した一回払い
分およびボーナス一括払い分の合計額を基礎として
計算します。

〈リボ払い事前登録サービス〉
本条❶項によらず、会員が事前に申し出て当行が適
当と認めた場合、国内、海外全てにおける加盟店
でのショッピング代金のお支払いを、当行が別途定
める条件によりリボルビング払いにすることができま
す。この場合、会員がカード利用の際に一回払い、
ボーナス一括払いを選択しても当該ショッピング利用
代金の支払区分はリボルビング払いになるものとしま
す。

㋬分割払い
a．均等分割払いの支払回数、分割払手数料の
料率は下記表に基づくものとし、支払総額は利用
代金に分割払手数料を加算した額になります。手
数料は、①〜③のいずれかになります。

〈リボ払い事前登録サービス〉
本条❶項によらず、会員が事前に申出て当行が適当
と認めた場合、日本国内、国外全てにおける加盟
店でのショッピング利用代金のお支払いを、当行が
別途定める条件によりリボルビング払いにすることが
できます。この場合、会員がカード利用の際に一回
払い、ボーナス一括払いを選択しても当該ショッピン
グ利用代金の支払区分はリボルビング払いになるも
のとします。

㋬分割払い
a．締切日の翌月の支払日より利用代金（現金価格）

に分割払手数料を加算した金額（支払総額）を
均等分割した金額（分割支払金）をお支払いた
だきます。支払回数、分割払手数料の料率（実
質年率）は下記表に基づくものとし、加盟店によ
り①〜③のいずれかになります。
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お支払額の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
利用代金 10 万円、10 回払い（頭金なし）の場合
分割払手数料　100,000 円 ×（5.4 円 /100 円）
＝ 5,400 円
支払総額　　100,000 円＋5,400 円＝ 105,400 円
分割支払金　　105,400 円 ÷10 回＝ 10,540 円

支払総額の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
利用代金 （現金価格）10 万円、10 回払いの場合
分割払手数料　100,000 円 ×（5.4 円 /100 円）
＝ 5,400 円
支払総額　　100,000 円＋5,400 円＝ 105,400 円
分割支払金　　105,400 円 ÷10 回＝ 10,540 円

お支払額の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
利用代金 10 万円、10 回払い（頭金なし）の場合
分割払手数料　100,000 円 ×（5.5 円 /100 円）
＝ 5,500 円
支払総額　　100,000 円＋5,500 円＝ 105,500 円
分割支払金　　105,500 円 ÷10 回＝ 10,550 円

支払総額の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
利用代金 （現金価格）10 万円、10 回払いの場合
分割払手数料　100,000 円 ×（5.5 円 /100 円）
＝ 5,500 円
支払総額　　100,000 円＋5,500 円＝ 105,500 円
分割支払金　　105,500 円 ÷10 回＝ 10,550 円

お支払額の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
利用代金 10 万円、10 回払い（頭金なし）の場合
分割払手数料　100,000 円 ×（5.6 円 /100 円）＝
5,600 円
支払総額　　100,000 円＋5,600 円＝ 105,600 円
分割支払金　　105,600 円 ÷10 回＝ 10,560 円
b．原則として、分割支払金は3,000 円以上とします。

ボーナス併用分割払いのボーナス支払月は夏季
と冬季の当行指定の月とし、夏季および冬季の

支払総額の具体的算定例は、下記のとおりとなります。
利用代金（現金価格）10 万円、10 回払いの場合
分割払手数料　100,000 円 ×（5.6 円 /100 円）＝
5,600 円
支払総額　　100,000 円＋5,600 円＝ 105,600 円
分割支払金　　105,600 円 ÷10 回＝ 10,560 円
b．原則として、分割支払金は3,000 円以上とします。

ボーナス併用分割払いのボーナス月（冬季１月、
夏季７月、８月、９月のうち会員が指定した月。

①分割支払の支払回数と分割手数料算出表   
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②分割支払の支払回数と分割手数料算出表   
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③分割支払の支払回数と分割手数料算出表
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①分割支払いの支払回数、支払期間と分割払手数料算出表   
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②分割支払いの支払回数、支払期間と分割払手数料算出表
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③分割支払いの支払回数、支払期間と分割払手数料算出表
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ボーナス払い取扱い期間に準じて最初に到来す
るボーナス支払月より支払うものとします。また、
ボーナス支払月の加算総額は、1 回当たりのカー
ド利用代金の 50％以内としボーナス併用回数で
均等分割（ただし、ボーナス支払月の加算金額
は1,000円単位で均等分割できる金額とします）
し、その金額を毎月の均等支払額に加算して支
払うものとします。この場合実質年率は上記表と
異なる場合があります。

c．一部の加盟店では、支払回数、支払期間、分
割払手数料が異なる場合があります。また、分
割払手数料率は金融情勢の変化などにより変更
することがあります。

ただし一部の加盟店においては指定できない場
合があります。）に加算金額を毎月の均等支払
額に加算して支払うものとします。また、ボーナ
ス月の加算総額は、利用代金（現金価格）の
50％以内としボーナス併用回数で均等分割（た
だし、ボーナス月の加算金額は 1,000 円単位で
均等分割できる金額とします）します。この場合、
分割払手数料率（実質年率）は上記表と異な
る場合があります。

c．分割払手数料率（実質年率）は金融情勢の変
化などにより変更することがあります。

❹締切後に返品される場合は、原則として未払い債務と
相殺するものとします。

❹締切日翌日以降に返品される場合は、原則として未払
い債務と相殺するものとします。

第 26 条（商品の所有権） 第 25 条（商品の所有権）
本人会員は、会員がカード利用により購入した商品の所
有権が、当該商品にかかわる債務が弁済されるまで、当
行に留保されることを認めるものとします。

条項番号の変更

第 27 条（遅延損害金） 第 26 条（遅延損害金）
❶本人会員が、ショッピング利用代金の債務の履行を遅

滞したときは、支払期日の翌日から支払日に至るまで当
該支払金に対し、年 14.6％を乗じた額の遅延損害金
を支払うものとします。ただし、当該利用代金の支払
方法が一回払い・リボルビング払い以外の支払方法で
ある場合には、当該遅延損害金は、当該利用にかかる
残存債務に対し、商事法定利率（年 6.0％）を超えな
いものとします。

❶本人会員が、ショッピング利用代金の支払いを遅滞し
たときは、支払日の翌日から支払済の日に至るまで当
該支払金に対し、年 14.6％を乗じた額の遅延損害金
を支払うものとします。ただし、当該利用代金の支払
方法が一回払い・リボルビング払い以外の支払方法で
ある場合には、当該遅延損害金は、当該利用にかかる
残存債務に対し、割賦販売法第 30 条の 3 第 2 項に
定める法定利率を超えないものとします。

❷本人会員が、ショッピング利用代金の債務について期
限の利益を喪失したときは、期限の利益喪失の日から
完済の日に至るまで、一回払い・リボルビング払いにか
かる残存債務については当該債務に対し年 14.6％を乗
じた額の遅延損害金を、二回払い・ボーナス一括払い・
ボーナス二回払い・分割払いにかかる残存債務につい
ては当該債務に対して商事法定利率（年 6.0％）を乗
じた額の遅延損害金を支払うものとします。

❷本人会員が、ショッピング利用代金の債務について期
限の利益を喪失したときは、期限の利益喪失の日から
完済の日に至るまで、一回払い・リボルビング払いにか
かる残存債務については当該債務に対し年 14.6％を乗
じた額の遅延損害金を、二回払い・ボーナス一括払い・
ボーナス二回払い・分割払いにかかる残存債務につい
ては当該債務に対して割賦販売法第 30 条の 3 第 2 項
に定める法定利率を乗じた額の遅延損害金を支払うも
のとします。

第 28 条（見本・カタログなどと現物との相違による売買
契約の解除など）

第 27 条（見本・カタログなどと現物との相違による売買
契約の解除など）

会員は、見本・カタログなどにより商品等の購入を申込
みした場合において、引渡された商品等が見本・カタロ

会員は、見本・カタログなどにより商品等の購入を申込
みした場合において、引渡された商品等が見本・カタロ
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グなどと相違している場合は商品等の交換を申出るかまた
は売買契約の解除ができるものとします。なお、売買契約
を解除した場合は、会員はすみやかに当行に対し、その
旨を通知するものとします。

グなどと相違している場合は、加盟店に対し商品等の交
換を申出るかまたは売買契約の解除ができるものとしま
す。なお、売買契約を解除した場合は、会員は速やかに
当行に対し、その旨を通知するものとします。

第 29 条（支払い停止の抗弁） 第 28 条（支払い停止の抗弁）
❶本人会員は、次のいずれかの事由が存するときは、そ

の事由が解消するまでの間、当該事由の存する商品等
について、支払いを停止することができるものとします。
㋑商品の引渡し、権利の移転またはサービスの提供が

なされないこと
㋺商品等に破損、汚損、故障、その他瑕疵（欠陥）

があること
㋩その他商品の販売またはサービスの提供について、

加盟店に対して生じている事由があること

❶本人会員は、次のいずれかの事由が存するときは、そ
の事由が解消するまでの間、その事由の存する商品等
について、支払いを停止することができるものとします。
㋑商品の引渡し、権利の移転またはサービスの提供が

なされないこと
㋺商品等に破損、汚損、故障、その他瑕疵（欠陥）

があること
㋩その他商品の販売またはサービスの提供について、

加盟店に対して生じている事由があること
❷当行は、本人会員が本条❶項の支払停止を行う旨を当

行に申し出たときには、ただちに、所定の手続をとるも
のとします。

❷当行は、本人会員が本条❶項の支払停止を行う旨を当
行に申出たときには、直ちに所定の手続をとるものとし
ます。

❹本人会員は、本条❷項の申出をしたときは、すみやか
に本条❶項各号の事由を記載した書面（資料がある
場合には資料添付のこと）を当行に提出するよう努める
ものとします。また、当行が上記の事由について調査す
る必要があるときには、会員はその調査に協力するもの
とします。

❹本人会員は、本条❷項の申出をしたときは、速やかに
本条❶項各号の事由を記載した書面（資料がある場
合には資料添付のこと）を当行に提出するよう努めるも
のとします。また、当行が上記の事由について調査する
必要があるときには、会員はその調査に協力するものと
します。

❺本条❶項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当す
るときは、支払いを停止することはできないものとします。
㋑売買契約が会員にとって営業のためまたは営業とし

て締結したもの（業務提供誘引販売個人契約およ
び連鎖販売個人契約に係るものを除きます）である
とき

㋺支払方法が一回払いであるとき
㋩支払方法がリボルビング払いの場合で、1 回のカー

ド利用に係る現金価格が 3 万 8 千円に満たないと
き。また支払方法が二回払い・ボーナス一括払い・
ボーナス二回払いおよび分割払いの場合で、１回の
カード利用に係る支払総額が４万円に満たないとき

㊁本人会員による支払いの停止が信義に反すると認め
られるとき

㋭本条❶項㋑㋺㋩の事由が会員の責に帰すべきとき

❺本条❶項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当す
るときは、支払いを停止することはできないものとします。
㋑売買契約等が割賦販売法第 35 条の 3 の 60 第 1

項に該当するとき
　

㋺支払方法が一回払いであるとき
㋩支払方法がリボルビング払いの場合で、1 回のカー

ド利用に係る現金価格が 3 万 8 千円に満たないと
き。また支払方法が二回払い・ボーナス一括払い・
ボーナス二回払いまたは分割払いの場合で、１回の
カード利用に係る支払総額が４万円に満たないとき

㊁本人会員による支払いの停止が信義に反すると認め
られるとき

㋭本条❶項㋑㋺㋩の事由が会員の責に帰すべきとき
第 30 条（早期完済および一部繰上返済） 第 29 条（早期完済および一部繰上返済）
❶本人会員は、当行所定の方法によりショッピング利用

に係る債務の全部または一部を繰上げてご返済いただ
くことができます。

❶本人会員は、当行所定の方法によりショッピング利用
代金の全部または一部を支払日前にお支払いいただく
ことができます。
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❷分割払いにかかる債務において、本人会員がその分割
支払金の支払いを約定どおり履行し、かつその支払期
間の中途で残存債務を一括して支払った場合、本人
会員は当行所定の計算方法（78 分法またはそれに準
ずる計算方法）により算出された期限未到来の分割払
手数料のうち当行所定の割合による金額の払戻しを当
行に請求できるものとします。

❷分割払いの場合において、本人会員が分割支払金の
支払いを約定どおり履行し、かつ約定支払期間の中途
で残存債務を一括して支払った場合、本人会員は当行
所定の計算方法（78 分法またはそれに準ずる計算方
法）により算出された期限未到来の分割払手数料のう
ち当行所定の割合による金額の払戻しを当行に請求で
きるものとします。

❸本人会員は、当行が適当と認めた場合には、当行の指
定する現金自動預け払い機（ATM）からリボルビング
払いにかかる債務の一部を 1,000 円以上 1,000 円単
位で繰上返済することができるものとします。

❸本人会員は、当行が適当と認めた場合には、当行の指
定する現金自動預け払い機（ATM）からリボルビング
払いの利用代金の一部を 1,000 円以上 1,000 円単位
で支払日前に支払うことができるものとします。

❹本人会員が本条❸項の一部繰上返済をした場合、当
行は当該返済金の全額を元金に充当するものとし、本
人会員は次回以降の約定返済日に、残元金に応じて日
割計算した手数料を支払うものとします。

❹本人会員が本条❸項の一部繰上返済をした場合、当
行は当該返済金の全額を元金に充当するものとします。

❺本条❸項の一部繰上返済は、時期により次回お支払
い日の弁済金についてはご返済いただけない場合があ
ります。この場合、当該弁済金は約定どおり第 8 条に
定める本人会員があらかじめ指定した預金口座等から
お支払いいただきます。

❺本条❸項の一部繰上返済は、時期により次回支払日
の弁済金についてはご返済いただけない場合がありま
す。この場合、当該弁済金は約定どおり第 8 条に定め
る本人会員があらかじめ指定した預金口座等からお支
払いいただきます。

第 31 条（キャッシングサービスの利用） 第 30 条（キャッシングサービスの利用）
❶会員は、次のいずれかの方法によりキャッシングサービ

スを受けることができるものとします。
㋑会員が当行所定の現金自動貸付機（CD）および現

金自動預け払い機（ATM）で、あらかじめ当行に
届けた暗証番号を入力し当行所定の方法により申込
手続きをした場合

㋺会員が当行の指定する窓口でカードを提示すること
により当行所定の申込手続をした場合

㋩会員が当行の指定する窓口に電話やインターネット
で当行所定の申込手続をした場合

㊁会員が当行所定の申込書に当行所定の項目を記入
し、郵便で申込手続をした場合

㋭ Visa ワールドワイド、Mastercard インタナショナル
社、ジェーシービーと提携した日本国外の取引金融
機関などで当行所定の申込手続をした場合

㋬その他当行所定の方法により申込手続をした場合

❶会員は、次のいずれかの方法によりキャッシングサービ
スを受けることができるものとします。
㋑会員が当行所定の現金自動貸付機（CD）および現

金自動預け払い機（ATM）で、あらかじめ当行に
届けた暗証番号を入力し当行所定の方法により申込
手続きをした場合

㋺会員が当行の指定する窓口でカードを提示すること
により当行所定の申込手続をした場合

㋩会員が当行の指定する窓口に電話やインターネット
で当行所定の申込手続をした場合

㊁ Visa ワールドワイド、Mastercard インタナショナル
社、ジェーシービーと提携した日本国外の取引金融
機関などで当行所定の申込手続をした場合

㋭その他当行所定の方法により申込手続をした場合
❷キャッシングサービスのご利用は、当行が認めた会員の

みとし、当行が別に定める利用可能枠内でご利用いた
だけるものとします。

❷キャッシングサービスのご利用は、当行が認めた会員の
みとし、キャッシング利用可能枠内でご利用いただける
ものとします。

第 32 条（借入金および利息の返済） 第 31 条（借入金および利息の返済）
❶キャッシング利用代金および利息の返済方法は、原則 ❶借入金および利息の返済方法は、原則としてリボルビ
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としてリボルビング払いによるものとします。ただし、日
本国内における当行および当行が指定した金融機関の
現金自動預け払い機（ATM）において第 31 条❶項
㋑および㋩に規定する申込手続をした場合は、リボル
ビング払いまたは 1 回払いのどちらかを選択できるもの
とします。なお、リボルビング払いでご利用いただいた
場合、返済期間は最長で 57ヶ月、返済回数は最大で
57 回となります。

ング払いによるものとします。ただし、日本国内における
当行および当行が指定した金融機関の現金自動預け払
い機（ATM）において第 30 条❶項㋑または㋩に規定
する申込手続をした場合は、リボルビング払いまたは一
回払いのどちらかを選択できるものとします。なお、リ
ボルビング払いでご利用いただいた場合、返済期間は
最長で 57ヶ月、返済回数は最大で 57 回となります。

❷リボルビング払いでご利用された場合は、締切日の翌
月 2 日より以下のとおりご返済いただきます。
㋑キャッシングご利用があったときの締切日残高により

定められた下記別表の金額をご返済いただきます。

❷リボルビング払いでご利用された場合は、締切日の翌
月の支払日より以下のとおりご返済いただきます。
㋑キャッシングご利用があったときの締切日残高により

定められた下記別表の金額をご返済いただきます。

㋺キャッシングの新たなご利用がない場合は、前月と
同額のお支払規定額をご返済いただきます。また、
残高に利息を加算した金額がお支払規定額に満た
ない場合は残高全額および利息をお支払いいただき
ます。

㋩本人会員が希望する場合は、当行所定のお支払規
定額を超える限りにおいて月々のお支払金額（1,000
円単位）をご指定いただくことができます。なお、当
行所定のお支払規定額がご指定いただいた金額を
超えるときは、当行所定のお支払規定額をお支払い
いただきます。また、当該設定は本人会員から解除
の申出がなく、かつ当行が適当と認める間は継続さ
れるものとします。

㋺キャッシングの新たなご利用がない場合は、前月と
同額のお支払規定額をご返済いただきます。また、
残高に利息を加算した金額がお支払規定額に満た
ない場合は残高全額および利息をご返済いただきま
す。

㋩本人会員が希望する場合は、当行所定のお支払規
定額を超える限りにおいて月々のお支払金額（1,000
円単位）をご指定いただくことができます。なお、当
行所定のお支払規定額がご指定いただいた金額を
超えるときは、当行所定のお支払規定額をご返済い
ただきます。また、当該設定は本人会員から解除の
申出がなく、かつ当行が適当と認める間は継続され
るものとします。

❸一回払いでご利用された場合は、締切日の翌月 2 日に
借入金および利息を一括してご返済いただきます。

❸一回払いでご利用された場合は、締切日の翌月の支払
日に借入金および利息を一括してご返済いただきます。

❺利率は、金融情勢等の変化などにより変更されること
があります。なお、変更後の利率は第 18 条の規定に
かかわらず、変更日以降に利用された借入金に対して
適用されるものとし、変更日前に利用された借入金に対
しては変更前の利率が継続して適用されるものとします。

❺利率は、金融情勢等の変化などにより変更されること
があります。なお、変更後の利率は第 17 条の規定に
かかわらず、変更日以降に利用された借入金に対して
適用されるものとし、変更日前に利用された借入金に対
しては変更前の利率が継続して適用されるものとします。

❻第 31 条❶項㋩および㋥の方法でキャッシングサービス
をご利用された場合は、当行が金融機関に振込手続
きを行った日をご利用日とします。なお、振込先は第 8
条に定める本人会員があらかじめ指定した金融機関の

❻第 30 条❶項㋩の方法でキャッシングサービスをご利用
された場合は、当行が金融機関に振込手続きを行った
日をご利用日とします。なお、振込先は第 8 条に定め
る本人会員があらかじめ指定した金融機関の口座とし

ご利用のあったときの締切日残高
1円～100,000円

100,001円～200,000円
200,001円～300,000円
300,001円～500,000円
500,001円～700,000円
700,001円～900,000円
900,001円～1,000,000円

15,000円
20,000円
25,000円
30,000円

月々のお支払規定額
3,000円
6,000円
8,000円

ご利用のあったときの締切日残高
1円～100,000円

100,001円～200,000円
200,001円～300,000円
300,001円～500,000円
500,001円～700,000円
700,001円～900,000円
900,001円～1,000,000円

15,000円
20,000円
25,000円
30,000円

月々のお支払規定額
3,000円
6,000円
8,000円
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口座とします。 ます。
❼第 31 条❶項㋑の方法でキャッシングサービスをご利用

された場合および第 34 条❷項に定める一部繰上返済
をされた場合の ATM 等の利用料は本人会員が負担す
るものとし、第 1 回返済日に借入金および利息と併せ
てご返済いただきます。

❼第 30 条❶項㋑の方法でキャッシングサービスをご利用
された場合および第 33 条❷項に定める一部繰上返済
をされた場合の ATM 等の利用料は本人会員が負担す
るものとし、第 1 回返済日に借入金および利息と併せ
てご返済いただきます。

第33 条（遅延損害金） 第32 条（遅延損害金）
本人会員が借入金の支払いを遅滞した場合は、支払期日
の翌日から支払日に至るまで当該支払日の弁済金に対し、
また期限の利益を喪失したときは、期限の利益喪失の日か
ら完済の日に至るまで借入金の残高に対し、年20.0％（1
年を365 日とする日割計算。ただし、うるう年は366 日とし
ます）を乗じた額の遅延損害金を支払うものとします。

本人会員が、キャッシング利用代金の返済を遅滞した場
合は、支払日の翌日から支払済の日に至るまで当該返済
金の元金部分に対し、また期限の利益を喪失したときは、
期限の利益喪失の日から完済の日に至るまで残存債務の
元金部分に対し、年20.0％（1 年を365日とする日割計算。
ただし、うるう年は366 日とします）を乗じた額の遅延損害
金を支払うものとします。

第34 条（早期完済および一部繰上返済の場合の特則） 第33 条（早期完済および一部繰上返済の場合の特則）
❶本人会員は、当行所定の方法によりキャッシングサービ

ス利用に係る債務の全部または一部を繰上げてご返済
いただくことができます。

❶本人会員は、当行所定の方法によりキャッシングサービ
ス利用代金の全部または一部を支払日前にご返済いた
だくことができます。

❷本人会員は、当行が適当と認めた場合には、当行の指
定する現金自動預け払い機（ATM）からリボルビング
払いにかかる債務の一部を 1,000 円以上 1,000 円単
位で繰上返済することができるものとします。

❷本人会員は、当行が適当と認めた場合には、当行の指
定する現金自動預け払い機（ATM）からリボルビング
払いの利用代金の一部を 1,000 円以上 1,000 円単位
で支払日前に支払うことができるものとします。

❸本人会員が本条❷項の一部繰上返済をした場合、当
行は当該返済金の全額を元金に充当するものとし、本
人会員は次回以降の約定返済日に、残元金に応じて日
割計算した利息を支払うものとします。

❸本人会員が本条❷項の一部繰上返済をした場合、当
行は当該返済金の全額を元金に充当するものとし、本
人会員は次回以降の支払日に、残元金に応じて日割計
算した利息を支払うものとします。

❹本条❷項の一部繰上返済は、時期により次回お支払
い日の弁済金についてはご返済いただけない場合があ
ります。この場合、当該弁済金は約定どおり第 8 条に
定める本人会員があらかじめ指定した預金口座等から
お支払いいただきます。

❹本条❷項の一部繰上返済は、時期により次回支払日
の返済金についてはご返済いただけない場合がありま
す。この場合、当該返済金は約定どおり第 8 条に定め
る本人会員があらかじめ指定した預金口座等からお支
払いいただきます。

第35 条（収入証明書の提出） 第34 条（収入証明書の提出）
本人会員は、当行から源泉徴収票等の収入、または収益そ
の他資力を明らかにする書面（以下「収入証明書」とい
います）の提供を求められることに関して、以下の内容に同
意するものとします。
❶当行から収入証明書の提出を求められたときは、これに

協力すること
❷提出した収入証明書は当行がその内容を確認し、返済

能力の調査に使用すること
❸提出した収入証明書は当行で保管するため返却されな

いこと

本人会員は、当行から源泉徴収票等の収入、または収益そ
の他資力を明らかにする書面（以下「収入証明書」とい
います）の提供を求められることに関して、以下の内容に同
意するものとします。
㋑当行から収入証明書の提出を求められたときは、これに

協力すること
㋺提出した収入証明書は当行がその内容を確認し、返済

能力の調査に使用すること
㋩提出した収入証明書は当行で保管するため返却されな

いこと
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❹収入証明書の提出にご協力いただけないとき、あるいは
収入証明書の提出にご協力いただけても当該書面の内
容および返済能力の調査結果によっては、当行がキャッ
シングサービスの利用を停止する場合があること、また
はキャッシングサービスの利用可能枠を減額する場合
があること

㊁収入証明書の提出にご協力いただけないとき、あるいは
収入証明書の提出にご協力いただけても当該書面の内
容および返済能力の調査結果によっては、当行がキャッ
シングサービスの利用を停止する場合があること、また
はキャッシング利用可能枠を減額する場合があること

第36 条（宣伝物等のご案内停止の申出）
当行は、会員からキャッシングサービスの宣伝物、印刷物
等のご案内について停止の申出があった場合、会員の希
望する期間（希望する期間が確認できない場合は、少な
くとも3ヶ月間）、宣伝物、印刷物等のご案内を停止する措
置をとるものとします。ただし、請求書等の業務上必要な書
類上に記載する営業案内および同封物についてはこの限
りではありません。

（削除）
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